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基準３ 教員及び教育支援者 

（１）観点ごとの分析 

観点３－１－①： 教育の目的を達成するために必要な一般科目担当教員が適切に配置されている

か。 

（観点に係る状況）  

 本校の教育目標のうち，一般科目によって達成しようとするものは「広い視野を持ち，自立心と向

上心に富み，教養豊かで心身ともに健康な技術者の育成」，「基礎学力を身につけた技術者の育成」

及び「国際コミュニケーション能力を備えた技術者の育成」である。身につけるべき具体的な学力や

資質・能力等として，（A－１），(A-3)，（C-1），（C-2）及び（D-1）が対応する。 

 一般科目で養成すべき人材像及び学力・資質能力に関する具体的な学習教育目標を資料３－１－①

－１に，この目標を達成するために設定した一般科目の教育課程を資料３－１－①－２に示す。 

 

資料３－１－①－１ 

「一般科目で養成すべき人材像及び学習・教育目標」 

一般科目(人文)で養成する人材像 

 今の時代が求めるものは，ひとつには専門的な知識と技術に精通した高度な専門性であり，ひとつには国際事情と人類の歴史に

ついての該博な知識，そして確固とした倫理観に基づく高い見識である。またそれを獲得し伝達するためにコミュニケートしよう

とする意欲と能力である。技術，情報，知識を操るのは人間であり，人間的基盤の健全な育成のため教養的かつ実践的な教育に一

般科目(人文)は取り組んでいる。 

 以上に基づき，一般科目(人文)では，以下に示す「養成すべき人材像」を掲げている。 

養成すべき人材像 

 ・人類の歴史的な背景・文化を理解し，他者・他国の立場を尊重して社会問題を考えることができる広い視野と倫理観を持った

人材 

・日本語で十分に受容・発信できるだけでなく，外国語でも異文化に偏見を持つことなく受容・発信でき，獲得した広い視野，

高い見識，倫理観を実社会で活かすことができる人材 

 

一般科目(自然)で養成する人材像 

人間に役立つ工学を活用し発展させるには工学の基礎となる物理・化学分野の自然法則を理解し，科学的な考え方を養うことが

大切である。数学は自然法則を適切に表現するために必要不可欠な手段であるから，その手法や考え方を十分に学習しなければな

らない。 

  現代社会で科学技術の成果を利用しながら人間らしい健康な生活を送るためには，保健の知識を修得する必要があり，また，体

育の心身に与える効用を体験的に理解しなければならない。 

以上に基づき一般科目（自然）では以下に示す「養成すべき人材像」を掲げている 

養成すべき人材像 

・数学・物理・化学の基礎的な知識をもち，専門分野にそれを応用する能力のある人材 

・心身の健康についての知識を持ち，健康的な生活を送ることができる人材 

 

一般科目で養成する学力及び資質・能力等の具体的な学習・教育目標 

・人類の歴史的な背景・文化を理解し，他者・他国の立場を尊重して社会問題を捉える倫理観の基礎を身につける。 
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・心身ともに健康な技術者たるために，健康管理能力および体力を身につけるとともに，芸術の鑑賞力，協調性，創造力，想像

力などを培い，心のゆとりを育て，生活を豊かにする。 

・日本語で記述，発表，討論する能力の基礎を身につける。 

・英語，ドイツ語によるコミュニケーションの基礎能力を身につける。 

・数学・自然科学の基礎知識およびそれらを用いた問題解決能力を身につける。 

 以上の学習・教育目標は準学士課程の各専門学科に共通のものである。 

 

（出典 学生便覧） 

 

資料３－１－①－２ 

一般科目の教育課程 

 

 

（出典 岐阜工業高等専門学校学則） 
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 一般科目の教員と担当科目を資料３－１－①－３示す。 

資料３－１－①－３ 

「一般科目教員と担当科目」 

 

 

（出典 学校要覧） 

  

資料３－１－①－３の一覧にあるように，一般科目を22名の常勤教員が担当しており，高等専門学

校設置基準を満たしている。 
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 非常勤講師の選考に関する規程を資料３－１－①－４に示す。 

 

資料３－１－①－４ 

「非常勤講師の選考に関する規程」 

岐阜工業高等専門学校非常勤講師の選考に関する規程 

制定平成15 年11 月12 日 

学校規則第1 9 号 

（趣旨） 

第１条 岐阜工業高等専門学校（以下「本校」という。）における非常勤講師の選考は， 

他の法令等に規定するもののほか，この規程の定めるところによる。 

（選考基準） 

第２条 非常勤講師となることのできる者は，講師以上の資格を有し，本校の教育方針 

に沿った教育指導ができる者で，次の各号に該当する者とする。 

一 採用予定年度の４月１日現在で，年齢が満６５歳未満の者 

二 通勤距離が，原則として片道１００㎞以内の者 

（雇用計画の策定） 

第３条 学科長は，当該学科に非常勤講師の雇用を希望するときは，非常勤講師雇用計 

画書（別紙様式第１号）を雇用予定年度の前年度の１０月末日までに教務主事を経て 

校長へ提出するものとする。 

２ 校長は，各学科から提出された非常勤講師雇用計画書について，各学科長の意見を 

聴取の上，主管会議の議を経て非常勤講師雇用計画（以下「雇用計画」という。）を 

策定する。 

３ 校長は，前項において策定した雇用計画を，雇用予定年度の前年度の１１月末日ま 

でに各学科長に通知するものとする。 

（雇用手続） 

第４条 学科長は，雇用計画に基づき，非常勤講師採用候補者調書（別紙様式第２号） 

及び履歴書（別紙様式第３号）を雇用予定年度の前年度の１月１０日までに教務主事 

を経て校長へ提出するものとする。 

２ 前年度に引き続き雇用を希望する非常勤講師候補者については，前項に規定する履 

歴書の提出を省略することができる。 

３ 第２条第２号の規定にかかわらず，通勤距離が片道１００㎞以上の者を雇用しよう 

とする場合は，事由書（別紙様式第４号）を添付しなければならない。 

（雇用計画の変更） 

第５条 学科長は，雇用計画が決定された後に，雇用計画の変更又はやむを得ない事由 

により新たに非常勤講師の雇用の必要が生じた場合には，速やかに非常勤講師雇用変 

更計画書（別紙様式第５号）を教務主事を経て校長に提出しなければならない。 

２ 校長は，学科長から提出された非常勤講師雇用変更計画書について，主管会議の議 
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を経て，新たに雇用計画を策定し，当該学科長に通知するものとする。 

（選考等） 

第６条 非常勤講師の選考については，人事委員会の議を経て，校長が決定する。 

（事務） 

第７条 非常勤講師の雇用に関する事務は，庶務課及び学生課において処理する。 

（雑則） 

第８条 この規程に定めるもののほか，必要な事項は，別に定めるものとする。 

附 則 

１ この規程は，平成15年11月12日から施行する。 

２ 平成16年度の非常勤講師の雇用については，第３条，第４条，第５条及び第６条中 

「学科長」は「学科主任」と，「１０月末日」は「１１月末日」と，「主管会議」は 

「運営会議」と，「１１月末日」は「１２月１０日」と，「人事委員会」は「運営会 

議」とそれぞれ読み替えてこれらの規定を適用する。 

（出典 岐阜工業高等専門学校規則集） 
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非常勤講師雇用枠時間に関する申し合わせを資料３－１－①－５に示す。 

資料３－１－①－５ 

「非常勤講師雇用枠時間に関する申合せ」 
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（出典 平成17年10月運営会議資料） 
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非常勤講師雇用手続きのフローチャートを資料３－１－①－６に示す。 

資料３－１－①－６ 

「非常勤講師雇用手続きのフォローチャート」 

 

（出典 平成17年10月運営会議資料） 
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非常勤雇用に関する申し合わせによる，実際の非常勤講師雇用計画（平成17年度分）を資料３－１

－①－７に示す。 

資料３－１－①－７ 

「非常勤講師雇用計画（平成18年度分） 

 
（出典 平成17年11月運営会議資料） 
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一般科目の非常勤講師を資料３－１－①－８に示す。 

資料３－１－①－８ 

「非常勤講師名簿」 

 

不開示資料 

 

（出典 人事委員会採用審査資料） 

（分析結果とその根拠理由）  

 高等専門学校設置基準によれば，入学定員に係る学生を５の学級に編成する場合は，一般科目を担

当する専任者の数は22人を下回ってはいけない。資料３－１－①－３の一覧にあるように，一般科目

を22名の常勤教員が担当しており，基準を満たしている。 
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一般科目に関する教員配置の適切性に関する見解を資料３－１－①－９に示す。 

資料３－１－①－９ 

「一般科目に関する教員配置の適切性に関する見解」 

 

一般科目（人文）に関しては教員配置の適切性に関する見解は下記のとおりである。 

広い視野と知識の獲得，高い見識と倫理観，コミュニケーション能力の育成という国語，社会，外 

国語教育の目的を達成するために必要な担当教員が非常勤講師を含めて適切に配置されている。 

国語は現代文学，中世文学等を専攻する教授陣により，古典から現代国語まで作文教育を加えなが 

ら幅広く教授され，日本の文化に対する理解と母国語によるコミュニケーション能力が育成されてい 

る。社会は日本社会史，教育思想史，地理教育等を専攻する教授陣により地理，歴史，倫理，政治経 

済，法学のほか，エンジニアに必要な技術者倫理を加え，時代の要請に応じた広い知識と倫理観が培 

われている。英語は英語教育学，マルチメディア教育，英文学を専攻する教授陣により，TOEICへの 

対策を取り入れつつ，グローバルな文化や社会に対する理解と国際的なコミュニケーション能力が育 

成されている。ドイツ語はドイツ語教育，哲学，独文学を専攻する教授陣により，EUを視野に入れた 

多様な異文化や社会に対する理解と国際的なコミュニケーション能力が養われている。芸術では気鋭 

の非常勤講師によって豊かな情操教育がおこなわれている。 

一般科目（自然）に関しては教員配置の適切性に関して下記の見解である。 

岐阜工業高等専門学校の学則は，教育の目的を達成するために制定されている。その学則によって 

定められている開設授業科目を実施するに必要な最小限の人数を配置しているので適切に配置されて 

いる。具体的にいえば， 

創造力，応用力，実践力を持った技術者を育成するのに必要な基礎学力を身につけるために，数学， 

物理，化学の教員が，心身ともに健康な技術者の育成するために，体育の教員が，非常勤講師を含め 

て適切に配置されている。更に詳しく言えば， 

数学では，代数学，解析学，幾何学等を専攻する教授陣により，本科生に対しては，基礎数学，微 

分積分学，線形代数学，微分方程式が教授され，専攻科生に対しては現代数学の一部分を教授され， 

基礎学力の涵養をはかっている。物理では，量子力学を専攻する教授（博士）により，化学では，物 

質化学を専攻する教授（博士）により，それぞれの基礎的な部分が懇切丁寧に教授されている。体育 

では，柔道，ソフトボール，バスケットボールを専門とする教授陣により，正規の授業だけでなく， 

課外活動においても熱心に指導され，学生の健全な心身が育成されている。 

 

（出典 平成18年度第2回スパイラルアップ会議資料） 

以上のように，教育の目的を達成するために必要な一般科目担当教員を適切に配置している。 

 

 

観点３－１－②： 教育の目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員が適切に配置さ

れているか。 

（観点に係る状況）  

 本校の教育目標のうち，専門科目によって達成しようとするものは「基礎学力を身につけ，創造力，

応用力，実践力を備えた技術者の育成」，「先端情報技術を駆使する能力を備えた技術の育成」，

「工学技術についての倫理観を有した技術者の育成」及び「教育研究活動を通じて社会へ貢献できる
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技術者の育成」である。具体的な学力や資質・能力等として，（A-2），（B-1）,（B-2），（D-2），

（D-3）,（D-4）及び（D-5）及び（E）が対応する。 

 各学科の状況を以下に示し，分析については，分析結果とその根拠理由にまとめて示す。 

 

機械工学科 

 機械工学科で養成すべき人材像及び学力・資質能力に関する具体的な学習教育目標を資料３－１－

②－１に，この目標を達成するために設定した機械工学科の教育課程を資料３－１－②－２に，専門

科目の教員と担当科目を資料３－１－②－３に，非常勤講師を資料３－１－②－４に示す。 

 

 

資料３－１－②－１ 

「機械工学科で養成すべき人材像及び学習・教育目標」 

機械工学科で養成する人材像及び学習・教育目標 

 

機械工学は｢ものづくり｣技術の根幹を成す学際領域である。｢ものづくり｣は機械製品の立案計画段階である（１）機械設計と，こ

れに続いた製品を具現化する段階である（２）機械製作の２段階により構成される。 

機械設計は，機械技術者の叡智と経験とを集約・統合することによって，はじめて実現される創造的な営みの発露である。機械技

術者をめざす学生は，機械設計技術の基盤である数学，物理，及び情報技術等を修得することが不可欠である。さらに，これらの

科学技術を基礎として，機械設計技術に直結した｢材料力学｣，｢流体力学｣，｢熱力学｣，及び｢機械力学｣を中心とした力学関連教科

目を修得しなければならない。 

機械製作は，機械設計技術者により考案された製品のイメージを，実際の製品として具現化する崇高な創造的プロセスである。機

械技術者は①経済性，②品質，③工期，あるいは④環境保全・安全についての所定の制約条件下で，最適な加工条件を見出し実現

する重責を担っている。機械技術者をめざす学生は，生産機械操作についての実践的能力のみならず，生産技術に深い関わりのあ

る｢機械工作法｣，｢計測工学｣，｢制御工学｣，及び｢システム工学｣等の教科目を修得しなければならない。 

一方，｢ものづくり｣を効率的に遂行するために，機械技術者は，道具としてのIT技術を修得することが必要である。また，国内外

の｢ものづくりチーム｣の一員として活躍するためには，｢コミュニケーション能力｣，及び｢倫理観に基づく社交性｣が求められ，機

械技術者をめざす学生にはこれらの能力を滋養することが期待されている． 

以上に基づき，機械工学科準学士課程では，以下に示す「養成すべき人材像」及び「学習・教育目標」を掲げている。 

 

機械工学科で養成すべき人材像 

 国際社会において機械技術者として活躍するための基礎学力を有し，社会情勢の急激な変化に柔軟に対処できる情報処理能力と

情報解析能力を備えた人材 

 

機械工学科準学士課程の学習・教育目標 

（A）倫理を身につける。 

（Ａ－１）人類の歴史的な背景・文化を理解し，他者・他国の立場を尊重して社会問題を捉える倫理観の基礎を身につける。 

（Ａ－２）機械技術が地球環境に及ぼす影響等に責任を自覚する機械技術者としての倫理観の基礎を身につける。 

（Ａ－３）心身ともに健康な技術者たるために，健康管理能力および体力を身につけるとともに，芸術の鑑賞力，協調性，創

造力，想像力などを培い，心のゆとりを育て，生活を豊かにする。 
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（B）デザイン能力の基礎を身につける。 

（Ｂ－１）機械技術上の問題点や新たな課題を理解し，豊かな発想で自発的に問題を解決するための計画を立てる能力の基礎

を身につける。 

（Ｂ－２）機械工学の基礎知識を活用し，着実に計画を継続して解析・実行し，得られた成果を論文にまとめる総合的なデザ

イン能力の基礎を身につける。 

（C)コミュニケーション能力を身につける。 

（Ｃ－１）日本語で記述，発表，討論する能力の基礎を身につける。 

（Ｃ－２）英語，ドイツ語によるコミュニケーションの基礎能力を身につける。 

（D）機械工学とその基礎となる学際分野，及びその周辺の境界学際分野の知識・能力の基礎を身につける。 

（Ｄ－１）数学・自然科学の基礎知識およびそれらを用いた問題解決能力の基礎を身につける。 

（Ｄ－２）基礎工学（設計・システム，情報・論理，材料，力学）の基礎知識と能力を身につける。 

（Ｄ－３）機械工学のうち，その周辺学際分野にも共通な分野（環境，創生，エネルギー，計測・制御，安全等）の知識と能

力を身につける。 

（Ｄ－４）機械設計技術者としての基礎知識を身につけ，この深度化と体系化を図るため次の４つの能力を修得する． 

（1）強度が保証され安全に利用することができる機械を設計するための材料の力学に関する能力 

（2）空気あるいは液体などの流体の力学的挙動を把握し，これを機械設計に適用する能力 

（3）機械の動力，あるいは利用効率に関わる物質の熱的な挙動を力学的に評価し，これを機械設計に適用する能力 

（4）機械の運動，あるいは振動についての力学的挙動を理解し，これを機械設計に適用する能力 

（Ｄ－５）機械工学とは異なる技術分野にも興味を持ち，これらと機械工学の知識とを複合する能力の基礎を養う。 

（E）情報技術を身につける。 

情報機器を使いこなし，情報処理システムのプランを構築する能力の基礎を身につける。 

（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－２ 

「機械工学科の教育課程」 

 

（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－３ 

「機械工学科の教員と担当科目」 

 

（出典 学校要覧） 

 

資料３－１－②－４ 

「機械工学科の非常勤講師と担当科目」 

 

不開示資料 

 

（出典 人事委員会採用審査資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気情報工学科 

電気情報工学科で養成すべき人材像及び学力・資質能力に関する具体的な学習教育目標を資料３－

１－②－５に，この目標を達成するために設定した教育課程を資料３－１－②－６に，専門科目の教

員と担当科目を資料３－１－②－７に，非常勤講師を資料３－１－②－８に示す。 
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資料３－１－②－５ 

「電気情報工学科で養成すべき人材像及び学習・教育目標」 

電気情報工学科で養成する人材像及び学習・教育目標 

電気情報工学科では，近年の急速な電気・電子・情報技術の進展や今後の各種技術革新にも対応でき，国際性や倫理観を有する

技術者を養成するため，情報化社会の基盤をなす電気・電子・情報の各分野についての基礎的な技術と知識を身に付け，高度細分

化した専門技術や知識の自立的な修得を可能とする教育を目指している。本学科ではこの目標を効率的に達成するため，学生の資

質に応じた教育を可能とする，コース別カリキュラムを四年次より導入している。電気電子工学コースと情報工学コースに分かれ

た教育カリキュラムにより，専門的技術と知識の効率的な修得を可能とし，電気・電子・情報の各分野における基礎知識と技術を

バランス良く身につけると共に，社会の要求に応えることのできる高度な専門技術と知識を修得した技術者の養成を目指してい

る。 

以上に基づき，電気情報工学科では本校ＪＡＢＥＥプログラムと対応して以下に示す「養成すべき人材像」及び「学習・教育目

標」を掲げている。 

 
養成すべき人材像 

電気・電子・情報の各分野における基礎知識と技術をバランス良く身につけると共に，社会の要求に応え高度な専門技術と知識

を修得していける能力を身につけた技術者 

 
学習・教育目標 

(A)倫理を身につける。  

(A-1) 人類の歴史的な背景・文化を理解し，他者・他国の立場を尊重して社会問題を捉える倫理観の基礎を身につける。 
(A-2)電気・電子・情報技術が地球環境に及ぼす影響等を自覚する技術者としての倫理観の基礎を身につける。 
(A-3) 心身ともに健康な技術者たるために，健康管理能力および体力を身につけるとともに，芸術の鑑賞力，協調性，創造

力，想像力などを培い，心のゆとりを育て，生活を豊かにする。 

(B)デザイン能力を身につける。  

(B-1)電気・電子・情報に関係する技術上の問題点や新たな課題を理解し，豊かな発想で問題を解決していくための計画を立
てる能力を身につける。  

(B-2)電気・電子・情報工学の基礎知識を活用して計画を実行し，得られた成果を解析して論文にまとめていく総合的なデザ
イン能力を身につける。  

(C)コミュニケーション能力を身につける。  

(C-1)日本語で記述，発表，討論する能力の基礎を身につける。  
(C-2)英語，ドイツ語によるコミュニケーションの基礎能力を身につける。 

(D)電気・電子・情報工学とその基礎となる学際分野及びその周辺の境界学際分野の，知識・能力の基礎を身につける。  

(D-1)数学・自然科学の基礎知識およびそれらを用いた問題解決能力を身につける。  
(D-2)設計・システム・情報・論理・材料・力学等，工学技術の基礎知識とその応用能力を身につける。  
(D-3)電気・電子・情報工学の周辺学際分野の共通分野（環境，エネルギー，計測・制御，創生，安全等）の基礎知識とそ

の応用能力を身につける。  
(D-4)電気電子コース・情報コースにて，両コースに共通する基礎知識をバランス良く身につけるとともに，社会の要求に

応え高度な専門技術と知識を修得していける能力を身につける。 
(1) 電気・電子・情報工学の基礎となる主要な知識を身につけ，その応用能力を身につける。 
(2) 電気電子コースでは，電気・電子工学分野の基礎知識を身につけ，応用的な専門技術や知識を自立的に修得していけ

る能力を身につける。 
(3) 情報コースでは，電子・情報工学分野の基礎知識を身につけ，応用的な専門技術や知識を自立的に修得していける能

力を身につける。 
 

(E)情報技術を身につける。  

(E-1)情報機器を使いこなし，専門分野で必要とされるプログラミングなど，情報処理システムを用いた企画・構築・表現化
の基礎知識と能力を身につける。  

（出典 学生便覧） 

 

資料３－１－②－６ 

「電気情報工学科の教育課程」 
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（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－７ 

「電気情報工学科教員と担当科目」 

 
（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－８ 

「電気情報工学科非常勤講師と担当科目」 

 

不開示資料 

 

（出典 人事委員会採用審査資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電子制御工学科 

 電子制御工学科で養成すべき人材像及び学力・資質能力に関する具体的な学習教育目標を資料３－

１－②－９に，この目標を達成するために設定した教育課程を資料３－１－②－10に，専門科目の教

員と担当科目を資料３－１－②－11に，非常勤講師を資料３－１－②－12に示す。 

 

資料３－１－②－９ 

「電子制御工学科で養成すべき人材像及び学習・教育目標」 

電子制御工学科で養成する人材像及び学習・教育目標 

近年における電子制御技術の進歩に代表される各種技術に柔軟に対応できる技術者の育成を目的とし，電子制御技術の高度化や専門

細分化の進化に伴う時代の流れを適切にとらえ，その基礎となる基礎技術の習得ならびに，その応用展開としての電子制御システムの

運用に実践的に関わることができる学生を育てることを教育目標とする。そのため，電気・電子，情報・制御，機械関連技術を統一的

見地から総合的に駆使して，将来において，より高度で環境に配慮した知的システムを創造的に構築し展開できる人材を育成すること

が，電子制御工学科の社会的役割である。 

以上に基づき，電子制御工学科では，以下に示す「養成すべき人材像」及び「学習・教育目標」を掲げている。 
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養成すべき人材像 

電気・電子，情報・制御，機械関連の基礎知識と考え方を身につけ，国際化する高度情報化社会の要求に応え，電子制御・情報制御技

術を基礎として，創造的な技術改良・技術開発ができる能力を身につけた技術者。 

 

学習・教育目標 

（A） 倫理を身につける。  

（Ａ－１）人類の歴史的な背景・文化を理解し，他者・他国の立場を尊重して社会問題を捉える倫理観の基礎を身につける。 

（Ａ－２）電子制御技術が地球環境に及ぼす影響等に責任を自覚する技術者としての倫理を身につける。 

（Ａ－３）心身ともに健康な技術者たるために，健康管理能力および体力を身につけるとともに，芸術の鑑賞力，協調性，創造

力，想像力などを培い，心のゆとりを育て，生活を豊かにする。 

 

（B） デザイン能力を身につける。  

（Ｂ－１）電気・電子，情報・制御，機械に関係する技術上の問題点や新たな課題を理解し，豊かな発想で自発的に問題を解決す

るための計画を立てる能力を身につける。  

（Ｂ－２）電気・電子，情報・制御，機械の基礎知識を活用し，着実に計画を継続して解析・実行し，得られた成果を論文にまと

める総合的なデザイン能力を身につける。  

（C) コミュニケーション能力を身につける。  

（Ｃ－１）日本語で記述，発表，討論する能力の基礎を身につける。 

（Ｃ－２）英語，ドイツ語によるコミュニケーションの基礎能力を身につける。 

（D） 電子制御工学とその基礎となる学際分野，及びその周辺の境界学際分野の知識・能力を身につける。  

（Ｄ－１）数学・自然科学の基礎知識およびそれらを用いた問題解決能力を身につける。 

（Ｄ－２）設計・システム・情報・論理・材料・力学等，工学技術の基礎知識と応用能力を身につける。  

（Ｄ－３）電子制御工学の周辺学際分野にも共通な分野（環境，エネルギー，計測・制御，創生，安全等）の知識と応用能力を身

につける。  

（Ｄ－４）電子制御工学の専門分野における基礎知識を身につけ，それを活用して電子制御システムを運用できる能力や，社会の

要求に応じて専門知識と技術を修得していける能力を養う。 

    (1)電気・電子工学を基礎とした電子制御工学分野に関する基礎知識と考え方を身につける。 

(2)制御・情報，機械を基礎とした電子制御工学分野に関する基礎知識と考え方を身につける。 

 

（E） 情報技術を身につける。  

情報機器を使って，専門分野で必要とされるプログラミングなど，情報処理システムを用いた企画・構築・表現化などを行う

ための基礎知識と能力を身につける。 

（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－10 

「電子制御工学科の教育課程」 

 

（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－11 

「電子制御工学科教員と担当科目」 

 
（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－12 

「電子制御工学科非常勤講師と担当科目」 

 

不開示資料 

 

（出典 人事委員会採用審査資料） 
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環境都市工学科 

 環境都市工学科で養成すべき人材像及び学力・資質能力に関する具体的な学習教育目標を資料３－

１－②－13に，この目標を達成するために設定した教育課程を資料３－１－②－14に，専門科目の教

員と担当科目を資料３－１－②－15に，非常勤講師を資料３－１－②－16に示す。 

 

 

資料３－１－②－13 

「環境都市工学科で養成すべき人材像及び学習・教育目標」 

環境都市工学科で養成する人材像および学習教育目標（18年度学生便覧） 

 

「社会基盤」と呼ばれるモノ，それは例えば，車で走る，電気がつく，水を飲むといった当たり前の生活環境を支えているモノで

あり，通信・物流・輸送といった安全かつ円滑な社会活動を支えるためのモノであり，なにより自然災害から国土を守るためのモ

ノである。これらはすべて我々にとって必要不可欠な存在であり，どのような世の中になっても決して無くなるものではない。そ

して，これらを実現する仕組みづくりが「社会基盤整備」なのである。 

わが国の世界に冠たる社会基盤整備技術は，日本はもとより，人類の発展に大きく貢献しているが，今後はさらに環境容量の配慮

が最重要課題となる。人類が持続的な発展をしていくためには，自然と共生した社会基盤の整備や地域の歴史や文化と調和のとれ

た創造的な都市づくりを実現できる技術者の養成が望まれている。 

 

 以上に基づき，環境都市工学科では，以下に示す「養成すべき人材像」及び「学習・教育目標」を掲げている。 

 

養成すべき人材像 

 人類が自然災害から国土を守り快適で安全な生活を支えるための社会基盤の整備と，自然と共生・調和し環境負荷の低減を考慮

した「循環型の都市づくり」の創造に関する基本的な知識・考え方を理解し，人類の持続的発展を支える社会基盤整備を積極的に

推進できる能力を身につけている技術者 

 

学習・教育目標 

（A）倫理を身につける。 

（A－1）人類の歴史的な背景・文化を理解し，他者・他国の立場を尊重して社会問題を捉える倫理観の基礎を身につける。 

（A―2）環境都市工学にたずさわる技術者にとっての倫理の必要性を認識する。 

（A－3）心身ともに健康な技術者たるために，健康管理能力および体力を身につけるとともに，芸術の鑑賞力，協調性，創造

力，想像力などを培い，心のゆとりを育て，生活を豊かにする。 

（B）デザイン能力を身につける 

（B－1）環境都市工学に関係する技術上の問題点や新たな課題を理解し，自発的に問題を解決するための計画を立てる能力を

身につける。 

（B―2）環境都市工学の基礎知識を活用し，着実に計画を継続して解析・実行し，得られた成果を論文にまとめる基本的な能

力を身につける。 

（C）コミュニケーション能力を身につける 

（C－1）日本語で記述，発表，討論する能力の基礎を身につける。 
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（C―2）英語，ドイツ語によるコミュニケーションの基礎能力を身につける。 

（D）環境都市工学とその基礎となる学際分野，及びその周辺の境界学際分野の知識・能力を身につける。 

（D－1）数学・自然科学の基礎知識を身につける。 

（D―2）設計・システム・情報・論理・材料・力学等，工学技術の基礎知識を身につける。 

（D－3）環境システムデザイン工学の学問共通分野（環境，エネルギー，計測・制御，創生，安全等）の知識と能力を身につ

ける。 

（D―4）専門分野としての環境都市工学において以下の基本的な知識および考え方を身につける 

（1）人類が自然災害から国土を守り快適で安全な生活を支えるための社会基盤の整備に関する基本的な知識および考え方を身

につける。 

（2）自然と共生・調和し環境負荷の低減を考慮した「循環型の都市づくり」の創造に関する基本的な知識および考え方を身に

つける。 

（D―5）各自が環境都市工学の主要４分野（構造系，水理系，土質系，計画・環境系）の内，もっとも得意とする分野とは異

なる分野にも興味を持ち，これらと得意とする分野の知識とを複合する能力の基礎を養う。 

（E）情報技術を身につける 

情報機器を使いこなし，専門分野で必要とされるプログラミングなど，情報処理システムを用いた計画・構築・表現化の能力

を身につける。 

（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－14 

「環境都市工学科の教育課程」 

 

（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－15 

「環境都市工学科教員と担当科目」 

 

（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－16 

「環境都市工学科非常勤講師と担当科目」 

 

不開示資料 

 

（出典 人事委員会採用審査資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築学科 

 建築学科で養成すべき人材像及び学力・資質能力に関する具体的な学習教育目標を資料３－１－②

－17に，この目標を達成するために設定した教育課程を資料３－１－②－18に，専門科目の教員と担

当科目を資料３－１－②－19に，非常勤講師を資料３－１－②－20に示す。 

資料３－１－②－17 

「建築学科で養成すべき人材像及び学習・教育目標」 

建築学科で養成する人材像及び学習・教育目標 

 

建築学科では，人間が社会生活を営む空間を構築するために建築・都市空間の構成技法，環境調整及び構造安全性に関する技術

と教養並びに，それらを総合化する能力を教授することにより，実践的技術者の育成と創造性の涵養を目標にしています。 

以上に基づき，建築学科では以下に示す「養成すべき人材像」及び「学習・教育目標」を掲げています。 

建築学科で養成すべき人材像 

人間が社会生活を営む空間を構築するために建築・都市空間の構成技法，環境調整及び構造安全性に関する基礎的技術と教養を

有し，それらを包括的にとらえることのできる技術者。 
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建築学科で養成すべき学習・教育目標 

（Ａ）倫理を身につける 

 

（A-1）歴史的な背景・文化を理解し，建設技術に起因する社会問題や環境問題を捉え， 

人間として，また，技術者としての倫理観を身につける。 

（A-2）人類の歴史的な背景・文化を理解し，他者・他国の立場を尊重し，地球的規模で 

社会問題や環境問題を捉えるという人間としての倫理を身につける。 

（A-3）心身ともに健康な技術者であるために，感性を中心とする認識･表現能力，健康管理 

および体力を身につける。 

（Ｂ）デザイン能力を身につける 

 

（B-1）建築に関係する技術上の問題点や新たな課題を理解し，豊かな発想で自発的に問題を 

解決するための計画を立てる能力を身につける。 

（B-2）建築学の基礎知識を活用し，分析して成果を論文や設計図面にまとめる総合的な 

デザイン能力を身につける。   

（Ｃ）コミュニケーション能力を身につける 

 

（C-1）日本語で記述，発表，討論する能力を身につける。 

（C-2）英語によるコミュニケーションの基礎能力を身につける。 

（Ｄ）専門知識・能力を身につける 

 

（Ｄ-1）数学・自然科学の基礎知識およびそれらを用いた問題解決能力を身につける。 

（Ｄ-2）設計・情報・材料・力学等，工学技術の基礎知識と応用能力を身につける。  

（Ｄ-3）建築学の周辺学際分野にも共通な分野（環境，エネルギー，計測，安全等）の知識と 

応用能力を身につける。 

（Ｄ-4）建築学の専門分野の基礎知識を身につけ，さらに，専門性とその体系化をはかるために，次の分野に必要とされ

る能力と技術を修得する。 

(1)建築・都市に関わる社会的・地域的な視点を養い，よりよい生活空間を機能的かつ芸術的観点から計画する能力

と設計に必要な技術  

(2)建築室内および外部空間において，省エネルギーを考慮しつつ適正な環境を保持するための環境要素の予測，評

価，調整の方法と設計に必要な技術 

(3)建築物の内外で安心して社会活動が営めるよう，構造上安全な建築空間ならびに 

構造形態を計画する能力と設計に必要な技術 

（Ｅ）情報技術を身につける 

 

  情報機器を使いこなし，表現化して説明できる能力を身につける。 

（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－18 

「建築学科の教育課程」 

 

（出典 学生便覧） 
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資料３－１－②－19 

「建築学科教員と担当科目」 

 

（出典 学生便覧） 

 

資料３－１－②－20 

「建築学科非常勤講師と担当科目」 

 

不開示資料 

 

（出典 人事委員会採用審査資料） 
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各専門学科の応用数学及び応用物理は，資料３－１－②－21に示すとおり専任の専門基礎教員が

担当している。非常勤講師はいない。 

 

資料３－１－②－21 

「専門基礎教員と担当科目」 

 

（出典 学生便覧） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 本校は５学科５学級であるので，設置基準によれば，助手を除いた教員数は36人を下回ってはなら

ない。資料にあるとおり，助手を除いた教員数の総計は50人であり，設置基準を十分に満たしている。 

 また専門科目を担当する専任の教授及び助教授の数は43名であり一般科目の教員数より多く，設置

基準を満たしている。 

 各学科の教員配置の状況及び適切性に関する見解を資料３－１－②－22に示す。 

資料３－１－②－22 

「各学科の教員配置の状況及び適切性に関する見解」 

 

機械工学科 

    機械工学科では学科の学習・教育目標を達成するため，（１）材料力学・材料学，（２）熱工学， 

（３）流体工学，（４）機械力学・計測制御，および（５）機械生産技術の５分野に対して，適切な 

教員配置となるように計画的な教員採用と配置を進めている．現在は， 

（１）材料力学・材料学  助教授 ２名 

（２）熱工学       教 授 １名・助教授 １名 

（３）流体工学      教 授 １名・講 師 １名 

（４）機械力学・計測制御 助教授 ２名 

（５）機械生産技術    教 授 １名・助 手 ２名 

の要員構成になっており，分野の均衡が図られている． 

講師以上の９名の教員のうち８名は博士の学位取得者である．これらの教員は，日本機械学会のみ 

ならず，細分化された各教員の研究領域に関連のある学協会に所属し，論文投稿，あるいは学協会主 

催の行事参加など，旺盛な研究活動を行っており，これらの活動は，担当授業に関わる教育の質の深 

度化に役立っている．主な所属学協会は，日本伝熱学会，日本流体力学会，日本計算工学会，日本材 

料学会，日本塑性加工学会，計測自動制御学会，システム制御情報学会，及び日本航空宇宙学会等で 

ある．また，２名の助手教員は，企業における豊富な実務経験のある機械技術者であり，機械工学実 
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習あるいは，機械設計製図の実践的な教科目においてその力量を発揮している．なお，加藤（教授） 

と石丸（助教授）も数年の企業経験者であり，総じて４名の企業経験者が在職している． 

 

電気情報工学科 

    電気情報工学科では学科の学習・教育目標を達成するため，電気・電子・情報の３分野に対して， 

適切な教員配置となるように計画的な教員採用と配置を進めている。現在は， 

電気系で 教 授 ２名・助教授 １名・助 手 １名 

電子系で 教 授 ２名・助教授 １名 

情報系で 教 授 １名・助教授 ２名・講 師 １名・助 手 １名 

となっている。このうち教授２名及び助教授１名を除いて，他の教員は全て産業界等の本校以外での 

外部就職経験者である。また，博士の学位修得者１０名（電気電子系６名と情報系４名）を確保して 

いる。また，１８年度からは北川教授の定年に伴い新卒助手を採用予定であるが，分野構成・学位構 

成に変更はない。 

 

電子制御工学科 

 電子制御工学科では電気・電子系，情報・制御系，機械系の３分野に対し，幅広い基礎技術を身に 

付け，電子制御・情報制御技術によるシステムの知能化を実現し，人間の知的動作を実現する創造的 

なシステム開発を担える技術者の養成を目標としている。このために，教員配置については各分野で 

の研究歴，あるいは企業における実務歴を持つ教員を採用し，学科の学習・教育目標を達成するため 

に適当な専門教員の配置を行なっている。具体的には， 

 電気・電子系科目への電気電子系出身で研究歴・企業実務経験（富士通，三菱電機，ブラザー工業 

等）もある教員の配置 

    情報・制御系科目への電気・電子・情報・制御系出身で研究歴（ロボティクス・制御，システム工 

学等），企業実務経験（神鋼電機，日本ＩＢＭ等）をもつ教員の配置 

 機械系科目への機械系出身で研究歴（熱・流体力学，材料力学・運動学）のある教員の配置がなさ 

れている。 

 

環境都市工学科 

環境都市工学科では学科の学習・教育目標を達成するため，環境都市工学の主要4分野（構造系， 

水理系，土質系，および計画・環境系）に対して，それぞれ３名，２名，３名，２名の常勤教員を適 

切に配置し，環境都市工学の周辺学際分野に対しては非常勤講師により対応している。また，常勤教 

員において外部経験を有する教員も偏りなく各系に配置されており適切なものとなっている。 

 

建築学科 

 建築学科の教育課程は構造，計画，環境の３分野から構成されており，各系の総単位数の割合は 

２：２：１となっている。従って，学科を構成する各系の教員配置数の割合も，それに合わせて４ 

人：４人：２人となっており，適切なものとなっている。また，各系を構成する人員も，専門分野に 

偏ることなく，構造系では，構造計画，構造設計，構造実験及び情報工学の分野に，計画系では，建 
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築計画，建築設計・設計製図及び歴史意匠の分野に，環境系では，環境工学及び建築設備の分野に秀 

でた専門性を有する教員を配置している。現状での学位取得者数は５名と少ないが，各系に偏ること 

なく配置されており，平成20年度までには８名となるべく準備を進めている。また，外部での経験を 

有する教員も各系に配置されており適切なものとなっている。 

 

専門基礎 

専門共通科目を担当する教員を，応用数学に２名，応用物理に２名，制御に１名配置している。全 

て博士の学位を習得している。教授のうち２名は大学の教員の経験を持っている。適切に教員配置が 

なされている。 

 

（出典 平成18年度第2回スパイラルアップ会議資料） 

以上のように，教育の目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員を適切に配置してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点３－１－③： 専攻科を設置している場合には，教育の目的を達成するために必要な専攻科の

授業科目担当教員が適切に配置されているか。 

（観点に係る状況） 

専攻科の教育目標は，「得意とする専門分野をさらに深めるとともに，異分野を理解し複数の分野

にまたがった思考力を備えた技術者の育成」，「社会の要求するテーマを創造的に調査・企画・設計

・計画し，継続的に解析・実行・改善できる問題解決能力を備えた技術者の育成」｢的確な日本語と

国際的に通用するコミュニケーションの基礎能力を備えた技術者の育成｣，「先端情報技術を駆使し

て専門分野のプログラムを構築する能力を備えた技術者の育成」，「多様でグローバルな視点の倫理

的判断ができ，技術者の社会的責任を理解して地域貢献できる技術者の育成」である。具体的な資質，

学力及び能力として，（A－1），（A－2），（B-1）,（B-2），（C-1），（C-2）, （D-1）,（D-2），

（D-3）,（D-4）,（D-5）および（E）のすべてが対応する。この目標を達成するために設定した専攻

科電子システム工学専攻および建設工学専攻の教育課程を資料３－１－③－１に示す。また，専攻科

建設工学専攻における準学士課程のとの関連性を資料３－１－③－２に例示した。 
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資料３－１－③－１ 

専攻科電子システム工学専攻および建設工学専攻の教育課程 
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（出典 岐阜工業高等専門学校学生便覧） 
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資料３－１－③－２ 

専門分野との関連性（専攻科建設工学専攻の例示） 
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（出典 平成１７年度専攻科審査資料） 
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（分析結果とその根拠理由） 

 本校の専攻科における教員の配置については，本校の教育理念に照らして，十分な人数と高い質を

持った教員が配置されていることから適切である。本校の専攻科が育成する技術者像は，主として二

つあり「精深な専門性を有する技術者」と「異なる分野を理解でき複合的資質を有する幅広い技術

者」である。この二つの目的を達成するために，各専攻に設定されたカリキュラムに十分対応できる

数の有資格教員を配置して教育に当たっている。 

 専攻科の教育は，一般科目教員と専門科目教員が共同で実施し，非常勤教員は３名のみである。専

攻科の教員資格は，準学士課程のそれに比べると研究業績等の面で厳しくなっており，博士の学位を

有する者が優先的に配置されており，研究活動の継続性や学術論文の継続的な発表が求められている。

専攻科の教育課程において，専門科目では，博士の学位を有するか技術士や建築士などの資格を有す

る者，および研究活動や企業における豊富な実務経験のある教員から構成されている。このように，

博士号取得者全員が専攻科の授業担当者として配置され，その数は専攻科生の定員よりも多く，十分

な人数と高い質をもった教員が配置されている。 
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観点３－１－④： 学校の目的に応じて，教員組織の活動をより活発化するための適切な措置（例

えば，均衡ある年齢構成への配慮，教育経歴や実務経験への配慮等が考えられ

る。）が講じられているか。 

（観点に係る状況）  

 さまざまな経歴を持つ教員配置をすることが，本校の目的を達成するために必要である。教員の経

歴に関する機構の中期計画に沿った教員配置を本校でも措置している。機構の中期計画を資料３－１

－④－１に示す。 

 

資料３－１－④－１ 

「教員の経歴に関する機構の中期計画」 

① 多様な背景を持つ教員組織とするため，中期目標の期間中に，公募制の導入などにより，教授及び助教授につい

ては，採用された学校以外の高等専門学校や大学，高等学校，民間企業，研究機関などにおいて過去に勤務した経験

を持つ者，又は１年以上の長期にわたって海外で研究や経済協力に従事した経験を持つ者が，全体として60％以上と

なるようする。                  

（出典 機構中期計画） 

 本校の目的を達成するためには，学位を取得した教員を採用する必要がある。教員の学位に関する

中期目標を資料３－１－④－２に示す。 

資料３－１－④－２ 

「教員の学位に関する中期目標」 

③専門科目（理系の一般科目を含む。）については，博士の学位を持つ者や技術士等の職業上の高度の資格を持つ

者，理系以外の一般科目については，修士以上の学位を持つ者や民間企業等における経験を通して高度な実務能力を

持つ者など優れた教育力を有する者を採用する。 

中期目標の期間中に，この要件に合致する者を専門科目担当の教員については全体として70％以上とし，理系以外の

一般科目担当の教員については全体として80％以上となるようにする。 

（出典 岐阜工業高等専門学校中期目標） 

 教員組織の活性化をはかる為の高専間教員交流人事に関する申し合わせを資料３－１－④－３に示

す。 

資料３－１－④－３ 

「高専間教員交流人事に関する申し合わせ」 

平成１７年５月２３日主管会議資料 

高専間教員交流制度に対する本校の基本方針（案） 

１．派遣の基本方針について 

  派遣推薦人数：毎年度1名を原則とする。 

  派遣期間：2年を原則とする。3年以上を本人より要望され，受入側からも要請された場合は，学科等の事情を考

慮し人事委員会で審議する。 

  派遣者の要件：派遣初年度に50歳未満の者で，派遣前年度までの高専教員経験年数が5年以上の者とする。 

  派遣する学科：同じ学科から2年連続で派遣しない。 

  その他： 
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２．派遣者の選定について 

選出方法：自薦を優先する。自薦がない場合は，各学科に1名の推薦をお願いする。専門基礎は隔年の推薦とし，平

成18年度からの推薦とする。派遣者推薦調書を提出する。 

  決定方法：平成18年度及び19年度の派遣については，人事委員会にて，派遣者推薦調書に基づいて決定する。適

宜，学科長と学校長の間でヒアリングを実施する。 

平成20年度以降については，輪番制についても検討する。 

日程：6月 1日（水）運営会議で方針を説明，自薦・他薦を依頼 

6月17日（金）自薦による派遣者推薦調書提出締め切り 

7月29日（金）各学科からの派遣者推薦調書提出締め切り 

8月中     ヒアリング実施，人事委員会にて検討 

8月24日（水）主管会議にて審議・決定 

３．受入の基本方針について 

  受入人数：毎年度1名を原則とする。 

  受入期間：2年を原則とする。3年以上を本人より要望され，派遣側からも要請された場合は，学科等の事情を考

慮し人事委員会で審議する。 

  受入者の要件：本校の教育・研究，学校運営，課外活動等に大きな影響を与える者又は本校のプロジェクト，大

型の委託研究及び共同研究等に重要な役割を果たす者とする。 

受入学科：同じ学科に2年連続で受け入れない。 

その他： 

４．受入者の選定について 

選出方法：受入を希望する学科あるいは，グループは受入希望調書により受入を申請する。 

  決定方法：平成18年度及び19年度の受入については，人事委員会にて，受入者の要件を考慮し決定する。 

       優先順位は，学校全体に関する要件，派遣者申請学科の順とする。 

       平成20年度以降については輪番制についても検討する。 

  教員室等：学校で対応する。 

  日程： 9月末 各学科あるいはグループの受入希望調書提出 

     10月初 受入者決定後，機構に申請する。 

参考資料 

 高専間教員交流制度に関する資料等 

  

（出典 人事委員会議事要旨） 
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常勤教員の年齢構成のグラフを資料３－１－④－４に示す。 

資料３－１－④－４ 

「常勤教員の年齢構成のグラフ」 

 

 

（出典 人事係資料（平成18年5月1日現在）） 

本校以外の職歴を持つ教員の一覧を学科別に資料３－１－④－５に示す。多くの教員が該当している。 
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資料３－１－④－５ 

「教員の職歴，学位，年齢構成」 

 

不開示資料 

 

（出典 平成17年度人事委員会（第2回）資料） 
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学位に関する一覧を資料３－１－④－６に示す。 

資料３－１－④－６ 

「学位取得一覧」 

 

不開示資料 

 

（出典 平成17年度人事委員会（第2回）資料） 
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全体をまとめた数値を資料３－１－④－7に示す。機構の中期目標は，計画年度内に本校でも満たす

ことができるものと分析している。 

資料３－１－④－７ 

「学位取得一覧」 

 
（出典 平成17年度人事委員会（第2回）資料） 
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（分析結果とその根拠理由）  

 機構及び本校の中期目標・中期計画に職歴及び学位に関する中期目標を定めている。本校の教育目

的である「深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を養う」ためには，学問的な背景を持つ教員

と実学を背景とする教員がバランスよく配置されていることが重要である。達成状況は学科によって

アンバランスがあるものの，全体としては職歴が９０％，学位については８０％の達成度である。 

定年退職に伴う後任人事及び教員交流人事によって職歴は中期目標期間内に目標を達成することが

できるものと想定している。学位についても充分に目標を達成することができる。 

 年齢構成については，能力を最大限に重視するが，偏った年齢構成がないように校長が配慮し，実

際の年齢構成に見られるように大きな偏りはない。 

 

 

 

観点３－２－①： 教員の採用や昇格等に関する規定などが明確かつ適切に定められ，適切に運用

がなされているか。 

（観点に係る状況）  

教員の採用及び昇格については，高等専門学校設置基準に定められている資格を有する者から，

人事委員会において選考を行っている。人事委員会規程を資料３－２－①－１に示す。人事委員会

では，候補者に係る提出資料に基づき，高等専門学校設置基準に定める事項のほか，教育，研究等 

 に関する事項について総合的に判断し，選考されている。 
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資料３－２－①－１ 

     

 

 

 

 

 

 

（出典 岐阜工業高等専門学校規則集） 

 



岐阜工業高等専門学校 基準３ 

－133－ 

 

なお，平成１８年度からは候補者の経歴，業績等をポイント化した方式を導入しているので，候補

者が複数の場合には有効な判定資料となる（資料３－２－①－２）。 

資料３－２－①－２ 

教員の採用・昇格に関する規定（平成18年度以降） 
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（出典 平成18年度第2回運営会議資料） 

 

 

 

（分析結果とその根拠理由） 

教員の採用及び昇任の選考基準に教育経歴や実務経歴などをポイント化する規定を定めていて，  

適切に運用されている。 
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観点３－２－②： 教員の教育活動に関する定期的な評価を適切に実施するための体制が整備され，

実際に評価が行われているか。 

（観点に係る状況）  

教員の教育活動に関する定期的な評価としては，前述資料２－２－①－６に示した点検評価・フォ

ローアップ委員会が定期試験時に合わせて行う学生による授業評価アンケートの結果を点数化して平

均値等を分析して教員各人に示し（資料３－２－②－１），各教員は，以後の授業にあたって，改善

すべき点に関しては然るべく対応する。 

校長は教員から評価基準等（前述資料３－２－①－２）で規定している評価項目を提出させ，それ

を基に評価を行う。 

資料３－２－②－２に平成１７年度国立高等専門学校教員顕彰実施要項を示す。この顕彰制度によ

り，教員評価がなされている。 
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資料３－２－②－１ 

 

学生による授業評価アンケートの結果の教員個人に対する提示 

 

 

（出典 学習評価フォローアップ委員会資料） 
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資料３－２－②－２ 

平成１７年度国立高等専門学校教員顕彰実施要項 

平成１７年１０月１１日 

独立行政法人国立高等専門学校機構理事長裁定 

 

 

１．顕彰要項 

（１）趣旨 

高等専門学校教員は主として教育者の面を持つが，一方で研究者の面を持つとともに高等専門学校の管理運営にも果

たすべき役割がある。高等専門学校教員個々に対する業績評価は，これらを総合して行われるべきものであるが，現状

においては，ともすれば専門の研究業績のみが重視され，学生教育や管理運営に係る業績が適正に評価されていない恐

れがある。このような観点から，管理運営やＦＤ活動を含み，学生教育を中心とする分野において顕著な業績を上げて

いる教員を顕彰するとともに，顕彰を通じて高専における教育の充実・向上を目指すものである。 

（２）顕彰基準 

国立高等専門学校における教育活動，学生生活指導，地域社会への貢献等において顕著な功績があったと認められる

者とする。 

（３）賞の名称 

国立高等専門学校教育業績賞とし，以下の賞を設ける。 

文部科学大臣賞                        １名 

独立行政法人国立高等専門学校機構理事長賞   若干名 

独立行政法人国立高等専門学校機構理事長奨励賞 若干名 

（４）候補者の推薦 

下記２の候補者推薦要領により，各国立高等専門学校校長が行う。 

（５）顕彰対象者の決定 

上記によって推薦された候補者の中から，下記３の顕彰対象者選考要領に基づいて選考委員会が顕彰教員を選考・決

定し，文部科学省へ表彰の依頼をする。 

（６）顕彰の時期 

平成１８年３月開催予定の校長会議の席上で行う。 

 

２．候補者推薦要領 

（１）推薦基準 

①別に定める教員による自己評価（第１部），教員による相互評価（第２部），学生による教員の評価（第３部）

の総合評価に基づき候補者の選考を行う。 

②教員による自己評価（第１部）の点数集計を行う際に，一般教科担当教員で卒業研究，留学生を担当しない場合

は，「Ａ．５卒業論文指導の状況等」及び「Ａ．６留学生の指導等」を自己採点しないので合計点（満点）が変わ

ることとなり，不利になるため，この場合の取扱いを次のようにする。 

※  専門学科教員のＡ．５（満点 11点），Ａ．６（満点６点），合計（満点 17点）の自己採点結果の平均点（例え

ば，Ａ．５（７点），Ａ．６（２点），合計（９点））を一般教科担当教員全員の共通の点数とする。なお，合計点

（満点 170 点）は，変更しないこととする。 
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③教員による自己評価，教員による相互評価及び学生による教員評価の結果がともに良好で，かつ，文部科学大臣

等の表彰をするにふさわしい教員を選考する。(必ずしも最高点の者でなくてもよい。) 

（２）推薦人員 

各国立高等専門学校から１名とする。ただし，昨年度の受賞者は除く。 

（３）提出書類 

①教員顕彰申請書（様式１） 

当該教員の自己評価集計表を添付 

※顕彰題目及び顕彰内容は受賞後に公表されることを前提に記入すること。 

②自己申請書（様式２：平成１７年度より） 

※この申請書以外の資料の添付は禁止（平成１７年度より）。なお，記載内容は受賞後に公表されることを前

提に記入すること。 

③校長の所見（Ａ４版１枚，任意書式） 

④教員の教育業績等評価実績資料（様式３） 

 

３．顕彰対象者選考要領 

（１）選考委員会の構成 

①独立行政法人国立高等専門学校機構教育・ＦＤ委員会委員３名及び長岡及び豊橋技術科学大学等の教授２名の計

５名で構成する。 

（注：委員となった校長は当該学校の教員の審査には加わらない。） 

②委員会に委員長を置き，教育・ＦＤ委員会委員の中から互選する。 

（２）選考方法 

審査項目及び配点は下記のとおりとし，選考委員が採点を行う。 

採点結果を踏まえ，提出書類を総合的に審査し，選考する。 

①教員の自己申請書の内容       ４０点 

②当該教員の教育業績自己採点     ２０点 

③教員の相互評価結果         ２０点 

④学生の評価結果           ２０点 

                  合計 １００点 

 

４．日程 

 １０月中旬 候補者募集 

 １２月中旬 候補者締め切り 

１月上旬 選考委員会開催，顕彰教員を決定 

２月下旬 文部科学省へ顕彰教員への表彰を依頼 

３月下旬 校長会議において表彰 

 

（出典：学生主事 Web ページ） 

 

本校独自の表彰規程（資料３－２―②－３）を定めていて，表彰例（資料３－２－②－４）に示す

ように実施している。 
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資料３－２－②－３ 

「特別功労者表彰規程」 

岐阜工業高等専門学校特別功労者表彰規程  

制定平成14年9月11日 

学校規則第15号  

（趣旨）  

第１条 この規程は，岐阜工業高等専門学校（以下「本校」という。）の教育，研究及び学校運営に関し，また地域社会とのかか

わりで特に顕著な功績等を挙げた者を「特別功労者」として表彰するため定めるものである。  

（表彰を受ける者）  

第２条 特別功労者の表彰は，次に掲げる各号の一に該当する者について行う。  

一 講義，演習，実験・実習及びクラス運営等において新たな方法を創案し，その実践を行い，教育効果を高めた者  

二 クラブ運営を通して学生の徳育・体育教育に功績のあった者  

三 高等専門学校生向けの教科書を編纂し，教育効果を上げた者  

四 各種委員会等において，学校運営に功績のあった者  

五 技術指導，公開講座，共同研究及び学会活動等において，社会に貢献し，本校の名を高めた者  

六 その他特に顕著な功績等を挙げた者  

（特別功労者の選考）  

第３条 校長は，前条に掲げる特別功労者を選考するため，本校に特別功労者選考委員会（以下「委員会」という。）を置く。  

（組織）  

第４条 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織し，教務主事を委員長とする。  

一 教務主事  

二 研究主事  

三 学生主事  

四 寮務主事  

五 事務部長  

六 その他校長が必要と認めた者  

（推薦の方法）  

第５条 推薦者（各主事，各学科長，各種委員会委員長，教育研究施設の長及び事務部長）は，別紙様式１及び２により，候補者

を委員会に推薦するものとする。ただし，自薦によることができる。  

（表彰を受ける者の決定）  

第６条 表彰を受ける者は，委員会の推薦により，校長がこれを決定する。  

（表彰の方法）  

第７条 表彰は，校長が表彰状を授与して行う。  

２ 前項の表彰に併せて，記念品を贈与することができる。  

３ 表彰は年１回行う。ただし，特に必要があると認められるときは，この限りでない。  

（庶務）  

第８条 委員会に関する庶務は，庶務課において処理する。  

（雑則）  

第９条 この規程に定めるもののほか，必要な事項は，校長が別に定める。  
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附 則  

この規程は，平成14年10月1日から施行する。  

附 則（平成16年学校規則第14号）  

この規程は，平成16年4月1日から施行する。  

 

（出典 岐阜高専規則集） 

 

資料３－２－②－４ 

「特別功労者表彰一覧」 

 

（出典 人事係資料） 

 

（分析結果とその根拠理由）  

 教員は点検評価・フォローアップ委員会が定期試験時に合わせて行う学生による授業評価アンケー

トの結果及び成績評価の適切性に基づいて教員面談における教育活動の改善の指示により，適切に改

善している。 

高専機構が定める教員顕彰に加えて本校独自の特別功労者表彰規程を定め，講義，演習，実験・実

習及びクラス運営等において新たな方法を創案し，その実践を行い，教育効果を高めた者，クラブ運

営を通して学生の徳育・体育教育に功績のあった者，学校運営に功績のあった者，技術指導，公開講

座，共同研究及び学会活動等において，社会に貢献し，本校の名を高めた者及びその他特に顕著な功

績等を挙げた者を表彰し，教員の活性化を図っている。 

以上のように，学校の目的に応じて，教員組織の活動をより活発化するための十分適切な措置を講

じている。 
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 観点３－３－①： 学校において編成された教育課程を展開するに必要な事務職員，技術職員等の

教育支援者が適切に配置されているか。 

（観点に係る状況）  

  教育課程を展開するのに必要な事務組織として庶務課及び学生課を配置（資料３－３－①－１）し，

側面的支援を行っている。 

（資料３－３－①－１） 

事務部の組織 

 
 

（出典 庶務課資料） 
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 学生課の教務係においては，①教育課程の編成及び授業に関すること，②成績処理に関するこ 

と，③入退学，休学，進級及び卒業など学生の学籍に関すること並びに④学生への諸証明の発行 

に関することなどの事務処理を担当し，学生係においては，①学生の課外教育（クラブ活動など），

②授業料免除・奨学金に関すること，③厚生事業及び厚生施設の管理に関すること，④学生の保健管

理及び学生相談，⑤就職指導及び就職の斡旋に関することなど，学生の学校生活上の支援を行ってい

る。また，庶務課には，学術情報係を配置し，①図書の選択，受入，整理及び保存に関すること，②

学生への閲覧及び貸し出しサービス，③図書等の検索指導及び読書相談などを行っている（資料３－

３－①－２）。 
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（資料 ３－３－①－２） 
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（出典 岐阜工業高等専門学校規則集） 
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 また，各学科における実験・実習への支援としては，技術教育係（実習工場）及び各学科に派 

遣している技術職員（資料３－３－①－３）により，学生に対する直接的な教育活動の支援を行 

っている。 

（資料３－３－①－３） 

技術職員の各学科授業科目への支援状況 

学 科 名 技術教育係（実習工場）５名 技術職員 ６名（各科１名） 

一般科目 

 （自然） 

 化学実験 

物理実験 

レポート作成補助など 

 

 

機械工学科 

１年 ものづくり入門 

２年 機械工学実習 

３年 機械工学実習 

５年 卒業研究，学生指導 

レポート作成補助など 

３年 機械設計製図 

４年 総合実習 

４年 工学実験 

５年 卒業研究学生指導 

レポート作成補助など 

 

 

電気情報工学科 

 ２年 電気情報工学実験 

３年 電気情報工学実験 

４年 電気情報工学実験 

５年 卒業研究学生指導 

レポート作成補助など 

 

電子制御工学科 

２年 電子制御工学実習 

５年 卒業研究，学生指導 

レポート作成補助など 

３年 電子制御工学実験 

４年 電子制御工学実験 

５年 卒業研究，学生指導 

レポート作成補助など 

 

 

 

環境都市工学科 

 ２年 測量実習 

３年 測量実習Ⅱ 

３年 基礎実験Ⅰ 

４年 基礎実験Ⅱ 

５年 計測実験 

５年 卒業研究，学生指導 

レポート作成補助など 

 

 

 

建築学科 

 

 ２年 建築製図Ⅱ 

２年 造形 

３年 情報処理Ⅰ 

４年 建築工学実験Ⅱ 

５年 環境特論 

５年 卒業研究，学生指導 

レポート作成補助など 

専攻科電子シス

テム工学専攻 

 １年 電子システム工学実験 
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（分析結果とその根拠理由）  

事務職員及び技術職員の配置については，高等専門学校設置基準に従い適正に配置されており，機

能している。 

なお，現在，技術職員の各学科への配置については，固定的となっており，休暇又は病気等による

長期休暇の場合の対応がしにくい状況があるため，専門教員を室長とする技術室（仮称）を設置し，

技術職員の組織化を図り，教育課程への柔軟な対応ができるよう計画しているところである。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

本校の教育目的を達成するためには，さまざまな経歴及び学位を取得した教員を確保する必要が

ある。根拠資料に示すように，学校全体では，さまざまな経歴を持ち，学位を取得した教員を十分

に確保している。専門及び年齢構成にも偏りがない。 

（改善を要する点）  

   学科別に見ると，経歴及び学位取得に関してアンバランスがあり，少ない学科は改善する必要が

ある。 

 

（３）基準３の自己評価の概要 

 一般科目（人文）は広い視野と知識の獲得，高い見識と倫理観，コミュニケーション能力の育成の

ため国語，社会，外国語教育の担当教員を非常勤講師を含めて適切に配置している。特に英語は

TOEICへの対策を取り入れつつ，グローバルな文化や社会に対する理解と国際的なコミュニケーショ

ン能力を育成するため，英語教育学，マルチメディア教育，英文学を専攻する教授を配置している。 

一般科目（自然）は創造力，応用力，実践力を持った技術者を育成するのに必要な基礎学力を身に

つけるために，数学，物理，化学の教員を，心身ともに健康な技術者を育成するために，体育の教員

を非常勤講師を含めて適切に配置している。 

 専門科目のうち，各学科に共通の応用数学及び応用物理については専門基礎の教員によって実施し

ている。専門学科の主要科目は適性を持った常勤教員によって実施し，専門性の強い科目は非常勤講

師が担当している。常勤教員はそれぞれの学会で学術的な活動をしており，その経験を講義に活かし

ている。また，企業出身の教員は豊富な実務経験を活かし教育を実践している。 

専攻科の教育は，学位授与機構の審査を受けた教員で実施している。博士号取得者が専攻科設置当

初に比べて増加している。博士号取得者の全員が専攻科の授業担当者として配置されている。その数

は，専攻科生の定員よりも多く，十分な人員が配置されている。 

 職歴及び学位に関する機構の中期目標の達成状況は学科によってアンバランスがあるものの，全体

としては職歴が90％，学位については80％の達成度である。定年退職に伴う後任人事及び教員交流人

事によって職歴は中期目標期間内に目標を達成することができるものと想定している。学位について

も充分に目標を達成することができる。 

特別功労者表彰規程を定め，教員の活性化を図っている。以上のように，教育課程を遂行するため

に必要な教員を適切に配置している。教育経験，論文数等をポイント化する制度を整備し，教員の採

用及び昇格等に当たって，適切な基準を定めそれに従い適切な運用をしている。 

事務職員及び技術職員の配置については，高等専門学校設置基準に従い，教育課程を遂行するため

に必要な教育支援者を適切に配置している。 


